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「経営強化計画」ダイジェスト
（平成２４年４月～平成２７年３月）



地域経済の発展への貢献

【前計画の総括】
旧和歌山銀行との合併後の紀陽銀行は、公的資金により自己資本が充実したことを最大限に活用し、経営が悪化した地域内中

小企業の企業再生に取り組む等、不良債権の削減を進める一方で、積極的なリスクテイクにより業容を拡大し、収益基盤強化に
努めてまいりました。また、体制整備の観点からは、営業力と経営管理態勢の強化に継続的に取り組んでまいりました。その結
果、前計画期間中は金融・経済の混乱が続くなかで、預金・貸出金ともに着実な増加を果たし、収益基盤ならびに財務体質の強
化に一定の成果を挙げることができ、コンサルティング機能の発揮という点においても相応の実績を残すことができました。
ただし、貸出金利回りの低下に歯止めをかけきれなかったことなどから、利益計画については未達となっており、今後更なる

対策強化を要する課題と認識しております。また、中小企業向け貸出については積極的な融資推進により残高目標を達成するこ
とができましたが、地域密着型金融の推進による地域経済の活性化という観点においては、地域における情報収集・取引先への
課題解決提案などの取組を強化する余地があると認識しております。

【本計画の目指す方向性】
本計画期間中の経済環境ならびに銀行の収益環境は非常に厳しいものになると想定されますが、当行が求められる地域密着型

金融の機能を更に強化するために、これまでに整備してきた営業体制を最大限活用するとともに、更なるレベル向上に向けた営
業体制の変革やシステム投資等をおこない、計画期間内に一層の体制強化を果たす方針です。

＜本計画における基本テーマ＞
●「大阪府南部から和歌山県に強固な営業基盤を有する地域のトップ地銀」への着実な変身
●公的資金完済とその後の安定的な内部留保蓄積を可能とする収益力の確保
●地域内での存在感を高め、営業基盤である地元経済の成長を促す「強力なリレバン推進」

１．前計画の総括と本計画の目指す方向性１．前計画の総括と本計画の目指す方向性

公的資金による安定した自己資本の確保【 Tier１：315億円の調達 】

内部留保の積み上げ

段階的な返済を進め完済実現へ
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【本計画の方向性】
■地域密着型金融のさらなる推進
■堅実な業務運営による安定的な利益確保
■営業体制の変革によるお客様向けサービスの向上

【前計画までの成果】
営業体制・経営管理態勢の構築

■営業人員数の増加
■預金・貸出金増加

活用

活用



２．経営の改善の目標２．経営の改善の目標

△０．２０３．３８％３．４５％３．５１％３．５８％不良債権比率健全性

△０．３０５４．２５％５４．９２％５５．５１％５４．５５％業務粗利益経費率効率性

＋０．０１０．５１％０．５０％０．４８％０．５０％コア業務純益ＲＯＡ収益性

改善幅
平成27年3月期
計画（終期）

平成26年3月期
計画

平成25年3月期
計画

平成24年3月期
実績（始期）

２

（１）経営の改善の目標

（２）収益計画 （単位：百万円）

１１，０００

２０，１００

３８，７６０

５８，８６０

平成27年3月期
計画（終期）

１０，１００９，１００８，６５８当期純利益

１９，７００１８，５００１９，０４０コア業務純益

３８，２５０３８，１５０３７，９５３経費

５７，９５０５７，１３０５７，９２９業務粗利益

平成26年3月期
計画

平成25年3月期
計画

平成24年3月期
実績（始期）

●収益の見通し
本計画期間中においても、景気や株式市況等については現状程度での横這いと想定しており、中小企業や個人向けに積極的

な資金供給をおこなうことで貸出金残高の安定的な増加を図るとともに、不透明な金融・経済環境に対応したリスクコントロ
ールによる堅実な業務運営をおこないながら収益力の強化を果たす方針です。
計画期間を通じて、貸出金利回りの低下を極力抑制しながら貸出金残高の安定的な増加を図るとともに、一方で預金利回り

の低下を促すことによって資金利益の増加を果たす計画です。金利リスクを抑制した有価証券運用方針としていることや、本
計画の１つの柱である「業務プロセス改革（ＢＰＲ）プロジェクト」を実現するためのＩＴ投資等による経費の増加などを想
定したうえで、コア業務純益は200億円以上の水準に向上させる計画です。

計画終期である平成27年3月期のコア業務純益ＲＯＡは、計画始期に比べて0.01ポイント向上して0.51%となる計画です。ま
た効率性・健全性についても、それぞれ小幅ながらも改善を果たす計画です。



（１）「大阪府南部を中心とした営業基盤の強化」
●給与振込受皿口座や、年金振込受皿口座の獲得等により個人取引のメイン化を推進し、流動性預金による預金残高増加を目指す。

（預金全体に占める流動性預金比率を24年3月時点の46%から50%以上へ向上させる。）
●地域密着型金融の徹底を通じた、法人取引のメイン化、総合取引拡充の推進。
・和歌山県内では、取引先への経営支援の強化により、貸出先数や中小企業向け貸出残高の維持に努める。
・大阪府内においては、取引先数の増加と総合取引の拡充を重視した営業活動を展開する。
（大阪府内の貸出残高30百万円以上の法人先数（24年3月時点2,852先）を500先以上増加させる。）

●紀陽堺ビルへの本部機能（営業推進部門）移転によって大阪府内の営業推進態勢の強化を図る。

（２）「顧客満足度向上に向けた営業体制の変革」
●「リレバン全行活動」の推進
・取引先に対する情報提供・提案活動件数を25/3期の年間目標2,000件から順次拡大させる。
・本部専門部署から取引先への能動的な働きかけによる本業支援活動件数を25/3期の年間目標200件から順次拡大させる。

●ＢＰＲ推進による生産性や経営効率の向上
・抜本的な業務プロセス改革により、「営業店を事務処理の場から相談・セールスの拠点へと変革」することを目指す。
・3年間で営業店事務要員（現状800名体制）を300名以上削減し、営業部門に再配置する余力を生み出す。

（３）「経営管理態勢の強化」
●金融円滑化法終了後を見据え、取引先モニタリングの徹底とコンサルティング機能の発揮に取り組む。
●コンプライアンスや顧客保護の徹底、リスクコントロールの更なる強化を図る。
●業務継続計画（ＢＣＰ）における対策の強化

（４）各部門別計画

３

３．①経営の改善の目標を達成するための方策（収益性改善策）３．①経営の改善の目標を達成するための方策（収益性改善策）

（単位：億円）

９，３４８

２６，１２２

３６，５５５

平成27年3月末
計画（終期）

＋３６０

＋６６０

＋１，４００

計画期間中の
増加額

９，２２８９，１０８８，９８８うちローン残高

２５，９０２２５，６８２２５，４６２貸出金残高

３６，０５５３５，６０５３５，１５５預金等残高

平成26年3月末
計画

平成25年3月末
計画

平成24年3月末
実績（始期）



５８８５７９５７１５７９業務粗利益

５４．２５％

２１

１１０

１８８

３１９

平成27年3月期
計画（終期）

１１０１１０１０９うち 物件費

５５．５１％

２０

１８７

３１７

平成25年3月期
計画

５４．９２％５４．５５％業務粗利益経費率（ＯＨＲ）

２０２０うち 税金等

１８８１８７うち 人件費

３１８３１６経費（機械化関連費用除く）

平成26年3月期
計画

平成24年3月期
実績（始期）

＜経費(機械化関連費用除く）ならびに業務粗利益の見込（単位：億円）＞

３．３． ③経営の改善の目標を達成するための方策（③経営の改善の目標を達成するための方策（健全性改善策）健全性改善策）
【不良債権比率を改善するための方策】
●景気が低迷する現状で、当行が地元地域において積極的な金融機能を発揮するためには、相応の新規不良債権の発生を見込む
必要もあることから、不良債権比率の緩やかな改善を図る。

●モニタリングを通じた業績把握の徹底に努め、早期段階での経営改善支援活動に取り組むことにより、不良債権化を防ぐ。
●不良債権処理においても、事業存続の可能性を念頭におきながら、取引先それぞれに相応しい出口戦略を模索する。
●地元中小企業への円滑な資金供給や住宅ローンの増加に取り組むことにより、小口分散化された貸出金ポートフォリオ構築に
努め、指標の分母となる総与信額の増加を果たす計画。

３．３８％

２６，４５０

５５

８９５

平成27年3月期
計画（終期）

５５６０４３与信費用（注）

３．４５％３．５１％３．５８％不良債権比率

２６，２３０２６，０１０２５，７８９総与信額

９０５９１５９２３不良債権額

平成26年3月期
計画

平成25年3月期
計画

平成24年3月期
実績（始期）

（注）与信費用＝一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理損失額－償却債権取立益

４

＜不良債権額・不良債権比率等の推移見込み（単位：億円）＞

３．３． ②経営の改善の目標を達成するための方策（②経営の改善の目標を達成するための方策（効率性改善策）効率性改善策）
【業務粗利益経費率を改善するための方策】

●人員数はほぼ横這い程度を計画しており、機械化関連費用を除く経費については、新店舗出店分ならびに店舗リニューアル投
資等よる経費負担、業務継続計画（ＢＣＰ）関連投資による経費負担等を想定するも、僅かな増加に留める計画。

●これまでの経費削減努力により経費自体は既に抑制された水準であり、今後は前述の「ＢＰＲプロジェクト」を通じて業務効
率化を推進し、平成27年4月に実現予定の「営業体制変革」に向けた準備をこの3年間で完了させる計画。



△０．４５２９．００２９．１５２９．２７２９．４５同 割 合 （％）

＋１，６３１４０，１００３９，５５０３９，０５０３８，４６９総 資 産（億円）

＋３００１１，６３０１１，５３０１１，４３０１１，３３０中小企業向貸出残高（億円）

始期比平成27年3月末計画
（終期）平成26年3月末計画平成25年3月末計画平成24年3月末実績

（始期）

５

４．①地域における経済の活性化に資する方策（経済活性化に資するための方策）４．①地域における経済の活性化に資する方策（経済活性化に資するための方策）

＜中小企業に対する信用供与の残高の総資産に占める割合＞

経済環境の急速な好転を見込みづらく、資金需要が低迷している中、中小企業向け貸出残高の増加幅は前計画を下回る
と想定されます。一方で、地元エリアでの預金増強によって分母となる総資産残高は増加が見込まれることから、指標は
計画終期まで若干低下して推移する見込みです。ただし、残高としては計画期間累計で約300億円の増加目標であり、地域
密着型金融の徹底を通じ、着実に中小企業向け貸出の増加を目指しております。
和歌山県内においては、地域内貸出シェア維持に努め、同時に大阪府内において中小企業貸出の残高を増加させる方策

が必要であると認識しております。

・大阪府内において、取引先中小企業の開拓を継続的におこない、法人取引先（融資残高30百万円以上の先）について
計画期間累計で500先程度の増加を図る。

・中小企業金融円滑化の観点から、担保・保証に過度に依存しない融資商品を有効に活用した融資推進をおこなう。
・中小企業に対するコンサルティング機能の発揮と融資推進強化の観点から、「リレバン全行活動」を推進する。営
業店においては、取引先への「情報提供・提案」を年間2,000件以上実施する。

・融資推進をおこなううえで不可欠である信用リスクコントロールを強化するため、「業務プロセス改革」において営
業店と本部の情報共有と連携強化を図るシステムの機能向上と、営業店の融資管理体制の改革を実施する。

・営業店の法人担当者、融資担当者の人材育成を強化し、取引先とのリレーションを強化し企業実態の把握に努め、適
切な与信管理をおこなうスキルの向上を図る。

【目標とする２つの指標】
（１）中小企業に対する信用供与の残高の総資産に占める割合



６

【目標とする２つの指標】
（２）経営改善支援等取組先企業の数の取引先の企業の総数に占める割合

前計画期間中に体制整備を図り、取引先のニーズを幅広く、かつ的確に捉えた経営改善支援活動に取り組んでおります。本
計画においても体制を更に充実させるとともに、対象顧客層の拡大にも努めてまいります。
経営改善支援等を強化するために、以下の取り組みをはじめとして幅広く取り組みをおこなってまいります。
・取引先の海外進出や海外販路開拓の支援については、当行の「グローバルサポートデスク」中心に支援に取り組む。
・地域における良質な医師確保と特色ある医療機関の必要性を背景に、医業開業支援に取り組む。
・地元エリア内企業の円滑な事業承継を支援するため、セミナーによる啓蒙活動や、事業承継策の提案を進める。
・中小企業育成の一環として、企業年金制度導入支援や人材採用活動の支援等、人事労務分野での支援策に取り組む。
・農業関連分野において事業・食品材料のマッチング事業に着手し、将来的に農商工連携による事業創出を目指す。
・経営改善支援ならびに再生支援においては、本部主導型による支援取り組みの規模は維持しながらも、営業店担当者の経
営改善支援スキルを強化することで、営業店の支援機能強化を図り、対象先の裾野を広げる。

早期事業再生

経営相談

創業・新事業支援 ７０７０７０７３

４７５４６５４５５４３８

３５３５３５３９

＋０．１６３．０３２．９８２．９２２．８７同 割 合 （％）

１９，１１６１９，１１６１９，１１６１９，１１６取 引 先 企 業 数

５８０５７０５６０５５０経営改善等支援取組先数

始期比平成27年3月期計画
（終期）

平成26年3月期計画平成25年3月期計画平成24年3月期実績
（始期）

４．①地域における経済の活性化に資する方策４．①地域における経済の活性化に資する方策((経済活性化に資するための方策経済活性化に資するための方策))

＜経営改善支援等取組企業の数の取引先の企業の総数に占める割合＞ （単位：先）

（１）信用供与の実施体制整備のための方策
●電子データ化された交渉履歴の活用等、本部と営業店の取引先情報共有により、途上与信管理を強化し、案件審査の迅速化
を図る。

●取引先企業の実態価値を見極め、取引先とのリレーション強化を実現できる営業人員の育成を強化し、融資推進体制を充実
させる。

（２）担保・保証に過度に依存しない融資の促進等の方策
●財務制限条項を活用した融資商品や保証協会提携融資商品等により、お客さまのニーズに応じた融資を推進する。
●信用供与手法の多様化に向け、動産担保融資（ＡＢＬ）などの開発・普及に向けた体制整備、人材育成に取り組む。

４．②地域における経済の活性化に資する方策４．②地域における経済の活性化に資する方策((信用供与の円滑化のための方策信用供与の円滑化のための方策))



お客さまとの長期的な取引関係を維持するなかで、経営状況等を的確に把握し、資金ニーズへの対応のみならず、お客さまと
銀行の双方が発展するための情報提供・支援機能を発揮してまいります。
特に「創業又は新事業の開拓に対する支援機能」「経営に関する相談その他の取引先の企業に対する支援機能」「早期の事業

再生支援機能の強化」を図るため、外部機関との連携を強化し、取組体制の充実に努めております。

７

４．③地域における経済の活性化に資する方策４．③地域における経済の活性化に資する方策((その他の方策その他の方策))

【地域の経済の活性化に資する体制】

経営サポート室

（融資部）

ピクシス営業室

（地域振興部）

○公的機関

○教育機関

○国内・海外の金融機関

など

連携強化 連携強化
○中小企業再生支援協議会

○企業再生支援機構

など

営業店

資産運用推進担当

（営業統括部）
「お城の前の
相談室」

【農林・水産分野】

・地元ブランド力を活かした販路開拓支援

・ アグリビジネスへの進出支援

【地域への業務継続計画（ＢＣＰ）普及に向けた取組】

【観光分野】
・地域活性化プロジェクト（高野山・熊野）

への参画

【事業再生支援】
・事業計画策定支援

・在庫の評価・処分に関する支援

・事業承継・組織再編に関する支援

【国内販路開拓支援】
・商談会・展示会への出展支援

・行内取引先間におけるビジネス

マッチングの強化

【海外進出・海外販路開拓支援】

・「グローバルサポートデスク」による情報提供の強化

・海外金融機関を含む外部機関との連携拡大

・海外商談会の開催

【個人向け資産形成・運用相談の取組強化】

【医療・介護分野】
・高齢者専用住宅や介護

サービスへの進出支援

【人材採用･

後継者育成支援】

紀陽フィナンシャル

グループ各社

一体

大阪府内和歌山県内

グローバルサポート
デスク



●行員全員に「リレバン推進」の意識を改めて浸透させる。

・「お客様の話を聴き、お客様のことをよく知ること」「お客様の立場にたって親身になって考え、スピード感をもって対応すること」といった
活動の基本を、法人・個人担当を問わず、再徹底する。

・平成24年度より「リレバン活動」評価のウェイトを高めた営業店業績評価制度を構築。

①事業先への情報提供・提案 ②本部専門チームによる本業支援活動

●専門性や情報収集を重視した営業店渉外体制を構築する。

・預かり資産部門の渉外担当者については、新たに配置する「特化型渉外」に限定し、専門性の高い販売推進と顧客保護を徹底。

・従来の総合型「地区担当渉外」については、事業性貸出等を中心とした 総合的な活動へと転換し、お客様からの情報収集活動を
強化する。

営業店
（支店長）

ピクシス営業室
（特定法人担当）

情報提供・提案

情報収集
営業店
（担当者）

ピクシス営業室
（業務別・地区別担当）

取引先 取引先情報共有

本
業
支
援

連携強化

初年度2,000件、年間400件増加させ
最終年度は2,800件へ

初年度200件、年間40件増加させ
最終年度は280件へ

●本部（ピクシス営業室）による営業店支援体制を強化する。

４．③地域における経済の活性化に資する方策４．③地域における経済の活性化に資する方策((その他の方策その他の方策))

営業店の担当者が取引先から得た情報やニーズに対して
は、スピーディーに当行から必要な情報や提案を提供。

本部専門部署が能動的に有効なサポート策を検討し提案する対象先を
選定し、営業店のトップである支店長と連携して提案活動をおこなう。
取引先の売上増加や事業内容改善等に貢献することで、地域経済の活

性化に繋げていくことを目指して地道に取り組んでいく。

８



（１）紀陽ホールディングスが整理回収機構による株式の引受けを得た額及び内容
①株式の引受けを得た額 315億円
②優先配当率 Tibor（１年）＋1.15％（上限配当率：年7.5％）
③普通株式取得請求期間 平成23年10月1日～平成28年9月30日
④普通株式取得価格の修正 毎月1日時価(1日までの3連続取引日の終値の平均値)
⑤普通株式一斉取得日 平成28年10月1日

（２）紀陽ホールディングスが紀陽銀行に対して株式の引受けをおこなった額及び内容
①株式の引受けをおこなった額 315億円
②実施時期 平成18年11月13日払込実施

（紀陽ホールディングスが整理回収機構を割当先としておこなった第三者割当増資の払込日と
同日）

９

５．協定銀行が現に保有する取得株式等に係る事項５．協定銀行が現に保有する取得株式等に係る事項

６．剰余金の処分の方針６．剰余金の処分の方針

経営強化計画においては、紀陽銀行から紀陽ホールディングスへの平成25年3月期以降の配当は普通株式1株あたり4円､紀陽ホー
ルディングスの平成25年3月期以降の配当については普通株式1株あたり3円と、ともに現行据置をベースとして考えております。
経営強化計画を達成することにより、安定した利益を確保し､内部留保の充実を図りながら、公的資金の段階的な返済を進めて

まいります。

＜利益剰余金と内部留保の推移＞ （単位：億円）

４９２

６６３

６８

５９５

平成27年3月期
計画（終期）

＋２０９５８４５１４４５４２９８１７１
利 益 剰 余 金
（合算）

３４３

６２

４５２

平成25年3月期
計画

４１３

６５

５１９

平成26年3月期
計画

＋２０９２８３１２７－
利 益 剰 余 金
（合算）
蓄 積 額

＋９５９５３０ＨＤ利益剰余金

＋２００３９５２４５１７１銀行利益剰余金

平成24年3月期
対比

平成24年3月期
実績（始期）

平成21年3月期
実績

平成18年3月期
実績



７．計画を実行する体制７．計画を実行する体制
（１）コーポレート・ガバナンス体制

計画の着実な実践に向け、経営陣が自覚を持って取り組んでいくことは当然のことながら、更に経営の透明性の確保とコン
プライアンスを重視する企業風土の醸成のため、コーポレート・ガバナンスの強化を図っております。
①持株会社においては社外取締役が選任（19年6月）されており、また持株会社・子銀行とも社外監査役の３名が選任（18
年6月）されております。

②法令遵守の強化を目的として、第三者で構成されるコンプライアンス委員会を設置（19年2月）、運営しております。
③経営に対する客観的な評価・提言を受けることを目的として、第三者で構成されるアドバイザリーボードを設置（18年
12月）、運営しております。

④経営強化計画の実施状況を管理する経営強化計画推進委員会を設置（18年10月）、運営しております。
⑤業務を執行する役員の報酬については業績連動を強化した内容による運用（19年4月）を継続しております。

（２）リスク管理体制

経営強化計画の実践により、貸出金増強等、業容の拡大を図り収益力を強化するためには、リスクの適切な管理による健全
性の確保と安定した利益が確保できる体制が不可欠です。
従来より、紀陽ホールディングスでは、リスク管理委員会を設置（18年2月）し、グループ全体として、各種リスクの総合的

な把握と適切な対応について協議検討しております。また、子銀行に対する経営管理については、紀陽ホールディングスの
２つのレポーティングライン（グループ企画部・グループ管理部）を通じて行っております。
今後は、各リスク量計測手法の高度化、精緻化を更に進めるなど、より高度な管理体制を構築してまいります。

１０

グループ管理部
（リスク管理統括部署）

取締役会

経営会議

監査役会

リスク管理委員会経営強化計画推進委員会
経営諮問委員会

（アドバイザリーボード）

コンプライアンス委員会
グ
ル
ー
プ
監
査
部

（
持
株
会
社
の
監
査
部
門
）

信用リスク 市場リスク 流動性リスク オペレーショナル・リスク

監
査

基本方針・管理 報告

紀陽銀行

子会社

紀陽銀行業務監査部
（内部監査部門）

持株会社

子銀行

監査

その他リスク
（風評リスク等）


